
工事禁止仮処分命令申立書の概要
平成２０年３月１９日
東京地方裁判所民事部第９部　御中
　　　　　　　　債権者ら訴訟代理人弁護士　　　長谷川　　純
　　　　　　　　同　　　　　　　　弁護士　　　紀藤正樹
　　　　　　　　同　　　　　　　　弁護士　　　久保内　浩嗣
　　　仮処分により保全すべき権利　　日照権等
申立の趣旨
　債務者らは、別紙物件目録記載１の土地上に別紙工事目録記載の工事を行ってはならないとの裁判を求める。
申立の理由
第１　当事者
　１　債権者ら20名　梶浦淳代・関屋友彦・奈良橋義之　他17名
　２　債務者
　（１）参議院
参議院は、別紙物件目録記載１の土地（以下、「本件土地」という）上に参議院新清水谷議員宿舎（以下、「本件建物」という）を建築するために別紙物件目録記載の工事（以下、「本件工事」という）を計画する者である。本件工事の具体的業務は参議院事務局が行っている。
参議院議長が参議院を代表する（国会法第１９条）。
　（２）国土交通省
国土交通省は、参議院事務局より委託を受けて本件土地において本件工事を遂行し本件建物を建築しようとする者である。国土交通省大臣官房官庁営繕部長が本件建物の建築主である。国の利害に関係ある訴訟についての法務大臣の権限等に関する法律により、法務大臣が国を代表する（同法第１条）。
第２　本件土地及び周辺の状況
　１　本件土地について
本件土地は、財務省が所有している土地である。
ア　本件土地は、皇居西側の濠から南西に約６００ｍの場所に位置し、第二種住居地域に属し、容積率３００パーセント、建ぺい率６０％とされている。
イ　本件土地は、東京都風致地区条例に基づく第２種風致地区（弁慶橋Ｓ地域）に指定された地域にあり、建ぺい率が４０％に制限されている。
ウ　本件土地は、千代田区が決定した紀尾井町地区地区計画の区域内にある。
エ　本件土地にはかつて宮内庁宿舎が存在していたが、宮内庁宿舎が撤去されて以降、空き地となっている。本件土地には樹齢２００年以上の樹木を中心に国有財産樹木を含め３００本近くの樹木が生えており、清水谷公園とともに近隣住民や近隣で働く人々が緑を楽しむ場所となっている。
　２　債権者建物１及び債権者建物２について
　（１）債権者建物１
債権者建物１は本件土地北側約１０メートルの場所に存在し、第二種住居地域には属すが第二種風致地区には属していない。
債権者建物１は平成１５年４月１８日に建築され、７階建である。債権者建物１は、周辺地域が第二種風致地区に指定され豊かな緑が残されていること、南側から日光をふんだんに取り入れることが可能であることを前提に建築家芦原太郎氏に設計を依頼し、建築されたものである。
債権者梶浦淳代は、債権者建物１の２階及び３階において「紀尾井アートギャラリー」を運営し、江戸型紙美術館、書道教室、語学教室などが設けられている。また、「水の音　鳥のさえずり　紀尾井の森に　さわやかな風」をキャッチフレーズにして展覧会や各種パーティーなど多目的空間として一般に広く利用されている。
　（２）債権者建物２
債権者建物２は債権者建物１と同様、本件土地北側約１０メートルの場所に存在し、第二種住居地域には属すが第二種風致地区には属していない。
債権者建物２は昭和５７年４月２日に建築され、５階建の居住者用マンションで、現在、債権者を含め３０名が居住している。
債権者関屋友彦は、同人の父が宮内庁職員だったため本件土地に存在した宮内庁宿舎に１２年間居住した後、同人の父が本件土地周辺の環境を気に入ったため、債権者建物２所在地の土地を購入して同地に居住するようになり、昭和５７年に債権者建物２を建築したものである。
　３　本件土地周辺の状況
　（１）本件土地南西側には外濠とホテルニューオータニの庭園があり、本件土地の西側隣接地には清水谷公園が存在している。いずれも都心に貴重な樹林帯を有しており、本件土地を含めた連続した緑地帯を形成している。
本件土地隣接地に公務員宿舎である紀尾井町住宅が存在するが、同建物が建築されるまでは同建物所在地にも樹木が存在しており、同建物建築に伴い伐採され緑地が減少した経緯がある。東京都道路公園課長は、平成１２年５月３１日、同建物所在地の樹木の伐採についての合議の際、「当該地内は都心に貴重な樹林帯を呈しているところであり、非常に残念ではある」と回答している。
　（２）また、本件土地周辺には、前述のホテルニューオータニ、赤坂プリンスホテルといった大規模ホテルや紀尾井町ビル等のオフィスビルが多数存在している。
　（３）本件土地周辺は、第二種住居地域、第二種風致地区に指定されているほか、千代田区が決定した紀尾井町地区地区計画の区域に該当しており、建築物等の用途の制限、壁面の位置の制限、工作物の設置の制限、建築物等の高さの制限など種々の規制が設けられている。
第３　本件工事の概要
　１　本件工事は、現清水谷参議院議員宿舎の老朽化、戸数不足、狭隘化などを理由に、参議院事務局がその建物を移転し、建て替えることを計画したものである。
　２　本件工事の内容は別紙工事目録記載のとおりである。
　３　本件工事は、平成１９年１月２６日、参議院事務局及び国土交通省が開催した説明会によって明らかにされ、同年３月１６日に本件土地付近に標識が設置され、同年３月２９日に千代田区建築計画の早期周知に関する条例に伴う建築計画の説明会が行われた。
これまでに本件土地の埋蔵文化財の調査、本件土地北側道路の改修工事が行われているが、東京都知事との協議が進行せず、まだ本件工事は着工されていない。
第４　本件工事の違法性
　１　東京都風致地区条例違反
　（１）東京都風致地区条例第３条について
　　　ア　東京都風致地区条例（以下、単に「本条例」という。）は、「風致地区内において、木竹の伐採及び建築物等の新築・改装、増築又は移転をしようとする者はあらかじめ、知事の許可を受けなければならない」と定めている（条例第３条第１項）。
　　イ　本条例は、「国又は都の機関が行う行為については、第１項の許可を受けることを要しない。この場合において、国又は都の機関がその行為をしようとするときは、あらかじめ知事と協議しなければならない」と定めている（同条例第３条第３項）。
ウ　ところで東京都は本条例について「千代田区東京都風致地区条例に基づく許可の審査基準」（以下、単に「審査基準」という。）を定めているが、審査基準は、以下のとおり定めている。
①条例第３条第１項の規定に基づく許可の取り扱いは、条例第５条の規定によるもののほか、本審査基準の定めるところにより行うものとする（第２総則第１項）。
②条例第３条第３項の規定に基づく国又は都の機関が行う行為に関する協議の取り扱いについては、許可の取り扱いに準じ、条例第５条の規定に基づく許可基準及び本審査基準に従い、協議に応ずるものとする（第２総則第２項）。
エ　このように、国が風致地区内に建築物を新築する際には東京都知事の許可は不要であるが、東京都知事は許可の取扱いに準じて、許可と同様の基準に従って協議に応じるとされており、実質的には東京都知事の許可が必要と解される。
　（２）東京都風致地区条例第５条について
ア　風致地区においては、本条例によって当該建物の高さが制限されており、第２種風致地区ではその上限が１５メートルとされている（本条例第５条第５号ハ）。
イ　もっとも、本条例第５条第５項但書は、以下のとおり規定している。
「ただし、イ、ロまたはハについては、当該建築物の敷地について風致の維持に有効な措置が行われることが確実と認められる場合であって、当該建築物の位置、規模、形態、意匠、建ぺい率及び容積率が、当該建築物の敷地の規模及び形態並びに当該建築物の敷地及びその周辺の土地の区域における風致と著しく不調和でないと認められる場合は、この限りではない。」
ウ　そして、千代田区東京都風致地区条例に基づく許可の審査基準では、上記但書について緩和条件を規定している。本件土地を含む弁慶橋地区Ｓ地域甲地域について、「特別用途」に該当する場合には以下のとおりの緩和が認められている。
①「特別用途」該当性の要件
公共性かつ公益性が認められる建築物等であって、当該位置以外ではその機能が十分に果たせない場合
②緩和の程度
公共性かつ公益性が認められる規模。また、後退距離の緩和との併用は、後退距離の緩和要件が別表Ⅰの「環境配慮等」の場合に限る。ただし、地区計画において建築物の高さの最高限度の制限が定められている敷地にあっては、道路境界線から１０ｍまでは１６ｍを上限とする。
　（３）「特別用途」該当性について
ア　そこで、本件建物が上記特別用途に該当するか否かを検討する。
イ　公共性かつ公益性が認められる建築物
上記の要件について審査基準は、
「『特別用途』の公共性かつ公益性が認められる場合とは、地域防災上や地域住民の福祉の向上及び公共の通信事業等のために必要不可欠な場合などである。」と定めている。
本件建物は地域防災上、何の意味もなく、また、参議院議員の利便に供するものであって、地域住民の福祉の向上を何ら果たさない。さらに、公共の通信事業等のために必要不可欠な建築物でもない。従って、本件建物は、このように審査基準にかかげられる具体的な公共性を有せず、公共性かつ公益性の要件を満たさない。
また、参議院議員は議員宿舎である本件建物において政治的活動を行うのではなく、一般的な生活起居を行うのである。散策や読書など、政治的行為を離れ、私的な生活の場として本件宿舎を利用することが予定されている。参議院議員が、議員活動を行う場としては、参議院議員会館が与えられており、各議員はこの議員会館で政治的活動を行っているのであり、議員宿舎はこの場所においてこのような政治的活動を行うことは予定されていない。したがって、本件建物は参議院議員の私的行為に資するものとして建築されるものであり、この意味においても本件議員宿舎自体に公共性、公益性は全くない。また、本件建物は、３ＬＤＫ、７９㎡の広さがあり、家族が生活することを前提に設計されており、この点からも本件議員宿舎自体に公共性、公益性は認められない。
ウ　補充性の要件
上記の要件について審査基準は、
「当該位置以外ではその機能が充分果たせない場合」と定めている。
しかしながら、参議院は、本件土地付近に清水谷議員宿舎及び麹町議員宿舎を有し、十分参議院議員宿舎の必要性を満たしており、当該位置以外ではその機能を十分果たせないとはいえない。
また、近時、衆議院議員宿舎と参議院議員宿舎を別に用意する必要性につき疑問が呈され、国会議員の中から、衆議院議員、参議院議員が議員宿舎を共用する意見が出されており、現存する議員宿舎の空室を利用することで新たな議員宿舎建設は不要であるとも言われており、今後、国会内において議論される可能性が高い。そうすると、現時点で風致地区内の緑地を破壊して清水谷参議院宿舎を本件土地に移転する必要性はない。
また、建て替えの必要性があれば、清水谷議員宿舎の敷地内で建て替えることも十分可能であり、わざわざ本件土地に参議院議員宿舎を移転する理由はない。
さらに、現在地の清水谷参議院宿舎のほうが本件土地よりも議員宿舎の機能を果たすのに適している。すなわち、議員宿舎には多数の車の出入りが予想されるが、清水谷議員宿舎の出入口は道路に面し、出口と入口が１カ所ずつ確保され、車の出入りがスムーズに行えるのに対し、本件土地は、道路に直接面しておらず、計画によれば本件建物の出入口は１カ所しかないのであり、多数の車が出入りする際に混雑が生じるのは確実である。このように、本件土地は、議員宿舎の機能を果たすためには不向きな場所なのである。
これらの事情に照らせば、新清水谷議員宿舎が本件土地以外ではその機能が十分果たせないとはいえず、補充性の要件を満たさない。
エ　緩和の上限について
審査基準は、建築物が特別用途に該当するとしても、当該建物の規模について、「公共性かつ公益性が認められる規模」に制限している。
本件建物は、前述のように、戸数８０戸、１戸３ＬＤＫ、部屋面積７９㎡の規模を予定しているが、これは、以下のように、「公共性かつ公益性が認められる規模」を超えるものである。
現在、参議院議員の定数は２４２名である。そして、参議院議員宿舎は麹町宿舎と清水谷議員宿舎があり、それぞれの戸数は１４６戸と５８戸であるが、麹町宿舎は１戸、清水谷議員宿舎は１０戸の空室がある状態である。これは、現在の宿舎であっても、議員宿舎としての機能を十分果たしていることを意味している。
また、参議院は、議員宿舎への入居資格を制限していないが、衆議院は、東京都選出の議員及び東京都内に自宅を有する者の議員宿舎への入居を制限している。従って、将来的に参議院も同様の措置を講じる可能性が高い。そうであれば、現在の戸数よりも多くの戸数を確保する必要はない。
本件建物が計画通りに建設されると、参議院議員宿舎の総戸数は２２６戸となり、全参議院議員の約９３％が入居できることになるが、これは実際に必要とされる戸数を大幅に上回るものであることは明らかである。
さらに、本件建物は、家族が居住するために１戸３ＬＤＫ、７９㎡という規模で計画されているが、現在の清水谷議員宿舎が１戸３２～４８㎡であることと比較すれば、本件建物が、議員宿舎としての機能を果たすための部屋としては不相当に広いものである。
以上の事情を考慮すれば、本件建物が予定している規模は、明らかに「公共性かつ公益性が認められる規模」を上回るものといえ、審査基準の上限を超える。
なお、本件土地隣接地にある紀尾井町住宅は、防災対策用の公務員宿舎として特別用途に該当すると判断されたものであるが、その高さは２１．８０メートルに過ぎない。紀尾井町住宅と比較しても本件建物の規模は審査基準の上限を超えることは明らかである。
（４）したがって、本件建物は特別用途の要件を満たさず、また、緩和の上限を超える規模のものであり、東京都風致地区条例に違反する。
　２　東京都知事との協議の不存在
東京都知事は本件工事につき参議院及び国土交通省との協議に応じていない。
また、東京都知事は本件工事の修正案についても再協議に応じていない。
　３　東京都知事らの反対
石原東京都知事は、本件工事について、東京都風致地区条例に違反することを前提として、以下のように発言するなどしてその態度を明確に表明している。
　（１）平成１９年９月５日定例記者会見
「紀尾井町にある参議院の宿舎の建設計画地を視察しましたが、…あの貴重な緑をですね、…開放して公園にしたらいいんで、公園にする限り、あそこに宿舎を建てるのは、私は反対だし。」「これは本当に貴重な財産ですから、これをつぶすのは論外の話だと思います。」
　（２）平成１９年１１月２日定例記者会見
参議院が当初の計画を縮小して現在の建設予定地で建てようという計画があるという記者の質問に対して以下のように回答している。
「だめですよ、そんなものはね。私が言っているのはね、あそこにあるあれだけの森をつぶす必要はないし、かけがえのないものだから残せと言っている訳。」、「ほかにだって用地があるんだから、ほかへ建てたらいいじゃないですか。」
　（３）平成１９年１２月７日定例記者会見
「あそこの木は切らせない、貴重な財産だから。絶対に切らせないということですよ。」、「とにかく、貴重な財産であるあの緑をだね、とにかく切らせることは絶対にしない。都の環境問題を考えないで…」
　（４）平成１９年１２月１４日定例記者会見
「やっぱり公園にきちっとすべきだと思いますね。」
「今ある宿舎をぶっ壊して建てたらいいじゃないですか、あそこに。」
「あの素晴らしい森をつぶしてまで、あそこに建てるんだったら私は絶対反対。これは差止訴訟がどうなるかわからんけど、それを強引にやるんだったらこっちだって訴訟をしますよ。」
　（５）平成１９年１２月１９日会談
石原都知事、猪瀬直樹副知事らは、同日、西岡武夫参議院議院運営委員長らと会談した際、議員宿舎の縮小案の説明をさせなかった。この点につき、猪瀬副知事は、「今日封筒を開いたら協議したとなるかもしれないと解釈されたら困るから、封筒も開いていない。」と説明している。
　（６）平成１９年１２月１９日会談後の取材での発言
「私はその都を預かる者の責任として、１０年計画を立てた人間として、それは絶対に最終の責任者として許容できませんということをはっきり申しあげておきました。衝突するときは差し止め訴訟になるかならないか知らないけれど、ようするに裁判にかけてもね。」
　（７）前述のように、本件工事を行うにあたり、国土交通省らは東京都知事と協議を行う必要があるが、東京都知事は上記（１）ないし（６）のように本件工事に明確に反対している。民間企業が本件建物と同様の建物を建築する場合、都知事が許可をしなければ計画の変更が余儀なくされるのであり、都知事の許可なく建築に着工すれば、それは本条例違反となり違法である。そうであれば、東京都知事の反対にも関わらず債務者が本件工事を推進することは本条例に実質的に違反し違法であることは明らかである。
第５　被保全権利
　１　日照権
　（１）日照侵害の程度等
本件建物が本件工事の計画通りに建築されると冬至日において、債権者建物１南側は午前８時から午後４時過ぎまでの約８時間、本件建物の日影にかかり、特に午前１０時３０分から午後２時までの３時間３０分間は完全に本件建物の日影に入る。また、債権者建物２南側は午前１１時から午後４時過ぎまでの約５時間、本件建物の日影にかかり、特に午後１時から午後４時までの３時間はほぼ完全に本件建物の日影に入る。このように債権者建物１及び同建物２ともに日照時間の大半が本件建物により阻害される。
債権者建物１は、同建物の南側にある本件土地が宮内庁宿舎跡地であり本件土地に多くの樹木が存在し、かつ、本件土地周辺が第二種風致地区に指定されていて建物の高さが１５メートル以下に制限されており、債権者建物１の日照が侵害されるおそれが少ないことを前提にして設計、建築されたものである。本件建物により日照が阻害されると債権者建物１の機能は著しい障害を受ける。
債権者建物２も、同建物の南側にある本件土地が宮内庁宿舎跡地であり本件土地に多くの樹木が存在し、かつ、本件土地周辺が第二種風致地区に指定されていて建物の高さが１５メートル以下に制限されており、債権者建物２の日照が侵害されるおそれが少ないことを前提にして設計、建築されたものである。そして、債権者建物２は、居住者用マンションであり、住宅における日照の確保は必要不可欠であり、本件建物により日照が阻害されることは日常生活に著しい障害を与える。
債権者建物１、債権者建物２及び本件土地周辺は第二種住居地域であり、住居の環境を保護するための地域である。さらに、本件土地周辺は第二種風致地区に指定されており、都市の風致を維持するための地域である。そして本件土地には債権者建物１及び債権者建物２の日照を阻害するような建物がこれまで建築されたことはなかった。
　（２）回避可能性等
ア　本件建物が本件工事の計画通りに建築されると債権者建物１及び債権者建物２の日照被害を回避することは不可能である。また、債権者建物１は美術館を備えており、代替地での運営が極めて困難であること、７階建ての鉄筋コンクリート造りであり建て替えが困難であること、債権者建物２には３０名の居住者がおり建て替えや移転が困難であることから、債権者らが日照被害を回避することは困難である。
イ　一方、本件工事は未だ着工しておらず、計画の見直しが可能であること、現宿舎地での建て替えが可能であることに照らすと債務者が日照加害を回避することは十分可能である。
また、本件建物は参議院議員のみが私的に使用するものであり、一般に開放されるものではないため、公共性はない。そして、現清水谷議員宿舎が老朽化しているとはいえ、十分使用可能であり、さらに、前述のように議員宿舎の所在地としては本件土地よりも現宿舎地の方が適している。
　（３）東京都風致地区条例違反
第４で述べたように本件工事は東京都風致地区条例第５条に違反するものである。
　（４）結論
これらの事情を考慮すると、債権者らが本件建物による日照被害を受忍すべき理由はなく、本件建物による日照被害は債権者らの受忍限度を超えるものである。
　２　眺望権
　（１）眺望権の権利性
特定の場所がその場所からの眺望の点で格別の価値を持ち、眺望の利益の享受を一つの重要な目的としてその場所に建物が建築された場合のように、当該建物の所有者ないし占有者によるその建物からの眺望利益の享受が社会観念上からも独自の利益として承認せられるべき重要性を有すると認められる場合には眺望が法的保護の対象となる（東京高決５１．１１．１１）。
そして、一般的に是認しうる程度を越えて不当に眺望の利益が侵害された場合には侵害に対して法的保護が与えられる。
　（２）債権者らの眺望権
本件土地には３００本近くの樹木があり、債権者建物１及び債権者建物２の南側からはそれを一望することができる。千代田区紀尾井町という東京の中でも中心地においてこのように緑豊かな景観は極めて珍しく、眺望価値は高い。
また、債権者建物１の中心的機能である美術館にとって、美術館から見える本件土地の樹木がその価値を高めており、美術館の運営上その眺望は不可欠である。　そして、債権者建物２は昭和５７年に建築されて以降、２６年間にわたり同建物の居住者は本件土地の緑豊かな景観を享受しており、その眺望が債権者建物２の価値をも高めている。
本件建物が完成した場合、その規模、議員宿舎という機能に照らすと、本件土地の樹木の多くは伐採され、残された樹木についても議員宿舎の設備越しにしか見ることができず、その景観は著しく害されることは確実である。
これらの事情に照らすと、債権者建物１及び債権者建物２から債権者らが本件土地の樹木を眺望することは法的保護に値し、本件建物が完成した場合には不当に眺望の利益が侵害されるといえる。
　３　景観権
　（１）景観権の権利性
良好な景観の恵沢を享受する利益は法律上保護される。
この点につき判例は以下のように判示している（最判平成１８年３月３０日）。
「都市の景観は、良好な風景として、人々の歴史的または文化的環境を作り、豊かな生活環境を構成する場合には客観的価値を有するものというべきである。」、「景観法は、『良好な景観は、美しく風格のある国土の形成と潤いのある豊かな生活環境の創造に不可欠なものであることにかんがみ、国民共通の資産として、現在及び将来の国民がその恵沢を享受で来るよう、その整備及び保全が図られなければならない。』と規定（２条１項）」し、各条項の規定について、「良好な景観が有する価値を保護することを目的とするものである。」と述べている。
また、「良好な景観に近接する地域内に居住し、その恵沢を日常的に享受している者は、良好な景観が有する客観的な価値の侵害に対して密接な利害関係を有するものと言うべきであり、これらの者が有する良好な景観の恵沢を享受する利益（以下、「景観利益」という。）は法律上保護に値する。」と判断している。
さらに、景観利益の違法な侵害といえるかについて、「被侵害利益である景観利益の性質と内容、当該景観の所在地の地域環境、侵害行為の態様、程度、侵害の経過等を総合的に考察して判断すべきである。」、「ある行為が景観利益に対する違法な侵害にあたるといえるためには、少なくとも、その侵害行為が刑罰法規や行政法規の規制に違反するものであったり、公序良俗違反や権利の濫用に該当するものであるなど、侵害行為の態様や程度の面において社会的に容認された行為としての相当性を欠くことが求められる。」と述べている。
　（２）債権者らの景観権
本件土地の属する紀尾井町は、江戸時代に大名屋敷が存在し、明治以降は皇族の宮邸が存在するなど史跡等が残され、また、外濠や清水谷公園を中心とした豊かな自然と起伏に富んだ地形を有している。そして、本件土地周辺は第二種風致地区に指定されて、風致の維持が求められている。
千代田区は紀尾井町地区地区計画を決定し、清水谷公園、外濠等の自然環境の維持保全を図りつつ、教育、宿泊、業務、商業、住宅、文化・交流機能による複合市街地の形成を図るとしている。また、沿道では、清水谷公園や外濠などの都市計画公園とつながる緑を形成し、敷地内の緑地と併せて緑のネットワークを創出し、風致地区においては、風致の増進と土地の有効利用を図るため、敷地内の緑化を増進しつつ、建物高さについては自然と調和した町並みの形成を誘導するとともに、高度利用をすすめるとされる。
債権者らは、これまで、清水谷公園及び本件土地周辺の緑地帯の景観を日常的に享受してきた。
また、債権者らをはじめとする本件土地近隣住民は、本件土地周辺の緑地、風致の維持に努めてきた。債権者関屋友彦らが所属する紀尾井町町会は、平成９年１０月、千代田区長に対し、本件土地を清水谷公園と接続して公園化することを陳情している。紀尾井町町会及び紀尾井町まちづくり協議会名義で千代田区長や参議院事務局宛に、本件土地に参議院議員宿舎を移転することを求める陳情書などが提出されているが、いずれも本件工事が別紙工事目録のような巨大な規模になることを聞かされずに提出したものである。本件工事に賛成していた近隣住民も、現在では本件土地が公園になるのであればそれが一番良いと発言しており、本件工事を積極的に推進している住民は存在しないといえる。
本件工事が進み、本件建物が完成した場合には、その規模及び議員宿舎という機能に照らし、債権者らが享受してきた景観は著しく侵害され、回復不可能となる。本件工事により債権者らの景観権は社会的相当性を欠くほどに害されるといえる。
　４　所有権
債権者梶浦淳代は、本件土地周辺環境が変わりなく保全されることを理由に、日照権、眺望権、景観権が含まれた価格で債権者建物１所在地を購入した。
また、債権者関屋友彦も本件土地周辺の自然環境が保全されることを理由に、債権者建物２を居住者用マンションとして建築し、多額の資本を投下した。
本件建物が完成すると、日照権、眺望権、景観権が害され、また参議院議員を送迎するための大量の送迎車両が頻繁に出入りし、長時間待機することも予想され、騒音、排気ガスの排出等の被害を被る。そのため債権者建物１及び債権者建物２の財産的価値が下落することは明らかであり、債権者梶浦淳代らの所有権が侵害されたといえる。
第６　交渉の経緯
１　債権者梶浦淳代らは、平成１９年１月２６日、紀尾井町まちづくり協議会主催の本件工事の説明会において、本件工事の規模などの具体的内容について参議院事務局職員から初めて説明を受けた。
２　債権者梶浦淳代らは、平成１９年２月８日、国土交通省及び参議院事務局に対し、本件工事の再検討を求める要望書を提出したが、国土交通省及び参議院事務局は、平成１９年２月２１日、債権者梶浦淳代らに対し、本件建物の高さを調整することを拒否した。
３　債権者梶浦淳代らは、平成１９年２月２１日、国土交通省及び参議院事務局に対し、本件建物の高さを１５メートル以下にすることを求める意見書を提出したが、国土交通省及び参議院事務局は、平成１９年３月９日、本件建物の高さを１５メートル以下にすることを拒否した。
４　債権者梶浦淳代らは、平成１９年３月１６日、東京都知事に対し、本件建物の高さを１５メートル以下にすることを求めて、東京都中高層建築物の建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例第７条により紛争調整を申し出た。しかしながら、同手続において国土交通省及び参議院事務局は、本件建物の高さ調整については一切応じなかった。
５　債権者梶浦淳代らは、平成１９年６月８日、東京地方裁判所に対し、東京都を被告として、東京都知事が本件工事について参議院と東京都風致地区条例に基づく協議を行うことを差し止める訴訟を提起した。
債権者梶浦淳代らは、東京都知事が本件工事についての協議に応じず、本件工事に反対の意志を明確にしたことから、その目的を達成したものとして、平成２０年３月１９日（本日）、上記訴訟の訴えを取り下げた。
第７　保全の必要性
債務者は本件工事に着工していないが、本件工事が計画通りに進行し本件建物が完成した場合には、高さ約５６ｍ、１戸３ＬＤＫ、部屋面積約８０㎡、戸数８０戸という巨大な本件建物により、債権者らは上記被害を甘受しなければならず、また、その除去は不可能となることは明らかであるから、保全の必要性が認められる。
第７　結論
債権者らは、債務者を被告として本件工事の差止の訴えを提起すべく準備中であるが、本件工事が着工し本件建物が完成してしまうと本案で勝訴判決を得ても多大の損害を被るので、本申立に及ぶ次第である。
以上

